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2003年度の建設投資は7年連続の減少となり、中

でも政府建設投資は2年連続の約1割減と、15年

前の規模にまで縮小しました。日本の大手建設会

社50社の国内受注総額が0.2％増にとどまる中で、

私たちの受注額は6.3%増※の高い伸びとなりまし

た。大型化する郊外型複合商業施設の建築を推進

する一方で、統廃合の進む物流施設や高機能化す

る倉庫、急増するグループホームやデイサービス施

設など専門的な知識と技術が必要な施設の建築を

積極的に展開した結果、大幅な利益増を達成する

ことができました。

※外部顧客に対する受注高

日本のビジネス建築をリードする技術とコンサルティング力
売上高は前期比11.7％増（2,769億8,800万円）、営業利益は17.2％増（206億6,800万円）となりました。
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コンサルティング 

不動産情報 

土地診断 
市場分析 

事業手法提案 
事業用定期借地・ 
SPC・PFI 等 

企画設計・施工 

テナント誘致 
施設管理・運営 

For Daily Life

For Business

スポーツ施設 

レジャー施設 

事業所開業支援 
税務／経営相談 

大型ショッピングモール 

オフィスビル 

物流施設 

テナントビル 

工場・倉庫 

公共施設 

ロードサイド店舗 

介護施設 

医療施設 

学校 

リニューアル 
コンバージョン 

卸売・小売　25.9% 
 
製造業　21.8% 
 
医療・福祉関係　20.4% 
 
不動産・建設・鉱業　8.4% 
 
飲食・宿泊　4.8% 
 
金融・通信・ 
その他サービス業　18.7%
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日本の大型建築物の用途
（2003年度）　
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